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、

令和８年度の主要事業
　「「恵那市みらいビジョン2045（第３次総合計画）」の四つの基本方針別に、本年度の主
要事業の一部を紹介します。

◀広報えなを
手話で読む

20 年後も輝くまちに
恵那市みらいビジョン（第 3 次総合計画）、始まる

　　　企画課志 26-6806問

◀市ウェブサ
イト施政方針令和８年度施政方針 令和８年第１回市議会定例会で市長が述べた施政方針から、抜粋。

　　本年度より恵那市みらいビジョン 2045（第３次総合計
画）がスタートします。本計画は、市民の声を基に、20
年後の将来像を「自然とともに　ひととまちが輝く　活力
あふれる恵那」としました。自然を守り生かしながら、将
来像を実現するために行う基本施策を、次の四つの基本方
針に沿って説明してまいります。
未来を担うひとを育む

　子育てにおける経済的負担への支援として、第２子以降
の出産に対し出産祝金を支給する他、小中学校への入学祝
金として１万円を、高等学校就学などの支援として、中学
校３年生の保護者へ６万円を支給します。給食費は小学校
は完全無償化、中学校は月額２千円とするなど、既に実施
の保育料の無償化と合わせて、子育てにおける経済的負担
の軽減を図っていきます。妊娠期から就学前まで切れ目の
ない健診環境を整備するため、新たに５歳児の健診を実施
してまいります。
安心・健康に暮らせる

　医療事故の防止や待ち時間の短縮を図るため、市内に五
つある公立診療所に電子カルテシステムを導入します。
　コンビニエンスストア 19店舗にＡＥＤを設置し、夜間
の緊急時における救命率の向上につなげていきます。
　国保岩村診療所のトイレを改修し、誰もが利用しやすい
環境を整備してまいります。

安全・快適に暮らせる

　ツキノワグマが人里に出没し危害を加えることを防ぐた
め、赤外線カメラの活用の他、緊急銃猟などの捕獲体制の
整備を進め、市民の皆さんの安全を確保します。
　自動運転実証実験では、レベル４での実証実験を行い、
サービスの導入に向けて進めていきます。
　リニア中央新幹線の開業を見据え、市街地環状道路など
都市の基盤となる道路整備を進めるとともに、恵那峡SA
スマートインターチェンジから観光地へのアクセス向上
や、沿道地域の活性化を図ってまいります。
活力・魅力を生み出す

　持続可能な地域づくりと地域資源の魅力を発信するため
ふるさと住民登録制度と地域おこし協力隊制度を活用し、
外部人材による地域の担い手確保と新たな視点によるまち
づくりを進めていきます。
　中心市街地における空き店舗対策として、空き店舗ツア
ーや公共スペースの活用など、新たな創業・出店につなが
る基盤を構築してまいります。
　ドラマや映画のロケ地を生かした認知度の向上と交流人
口の拡大を図るため、官民が一体となった「ロケツーリズ
ムえな推進協議会」による市内ロケ地マップの作成や商品
開発などにより、ロケツーリズムを推進してまいります。

＜基本方針２＞ 安心・健康に暮らせる

歯科診療所を除く市内に 5つある公立診療所に電子
カルテシステムを導入（3,940万円）

・電子カルテシステム導入事業

山岡診療所に新たに婦人科を開設（734万円）
・国保山岡診療所婦人科開設事業

視覚障がい者など全ての市民に向けて市政情報などを
新たな方法で配信（500万円）

・新たな情報配信手段の確立

分身ロボットなどを活用し、遠隔による対面型就労の
実証実験を実施（300万円）

・障がい者など就労支援事業

▲分身ロボットと開発者による講演会

＜基本方針１＞ 未来を担うひとを育む

給食費を小学校は完全無償化、中学校は月額 2,000
円の定額制を実施（1億 9,400万円）

・市内小中学校給食費負担軽減事業

こども園・小中学校に防犯カメラや玄関オートロック
設備を整備（4,121万円）

・こども園・小中学校防犯対策事業

AI センサーによる園児の昼寝時の見守りを実施
（469万円）

・こども園 AI 見守りセンサー導入事業

子どもの居場所づくりに取り組む団体の活動費の一部
を助成（100万円）

・子どもの居場所づくり推進事業

▲中学生おしごと体験会

＜基本方針３＞ 安全・快適に暮らせる

レベル４での自動運転実証実験の実施とインフラ整備
（1,978万円）

・自動運転実証実験事業

原前田線（大井町）や奥戸前田線（大井町）の道路予
備設計（5,000万円）

・リニア中央新幹線開業を見据えた道路整備事業

▲自動運転バス実証実験

地域特性に応じたデジタルハザードマップを作成・更
新（989万円）

・ハザードマップ作成事業

「恵那環境みらいらぼ」プロジェクトを立ち上げ、ご
みの減量化と資源化を促進（150万円）

・ごみ減量・資源化推進事業

＜基本方針４＞ 活力・魅力を生み出す

学校給食などで市内産品の使用率向上を目指し、農家
とつなげるコーディネーターを配置（1,219万円）

・地消地産推進事業

森林を支える人と地域を育てるため、林業担い手修学
支援事業の開始など（1,580 万円）

・林業担い手確保、育成事業

▲えないっぱい給食

ドラマや映画のロケ地を生かした認知度の向上と交流
人口の拡大（2,000万円）

・ロケツーリズム推進事業

恵那西工業団地第２期開発に向けた基本設計と地形調
査・測量を実施（3,600万円）

・企業誘致推進事業
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歳入歳入
309 億309 億

4 千万円4 千万円

※金額は１万円未満で四捨五入

会計別 予算額 増減率
国民健康保険事業特別会計 47 億 4,140 万円 △ 7.6㌫

介護保険事業特別会計 62 億 7,210 万円 △ 1.2㌫

遠山財産区特別会計 30 万円 0.0㌫

上財産区特別会計 100 万円 0.0㌫

後期高齢者医療特別会計 10 億 9,040 万円 15.5㌫

合計 121 億 　520 万円 △ 2.6㌫

　子育て支援事業の拡充や、新たな技術を活用した市民サービスの展開、リニアをはじめとした基盤整備
など、市民生活の向上と市の発展・成長を両立させた予算としました。

会計別 予算額 増減率

水道事業会計
収益的支出 17 億 　980 万円 3.5㌫
資本的支出 10 億 3,400 万円 2.7㌫

下水道事業会計
収益的支出 19 億 9,290 万円 3.2㌫
資本的支出 ９億 5,470 万円 △ 31.2㌫

病院事業会計
収益的支出 17 億 9,360 万円 2.9㌫
資本的支出 10 億 4,210 万円 29.9㌫

国民健康保険
診療所事業会計

収益的支出 5 億 4,470 万円 △ 1.7㌫
資本的支出 9,880 万円 100.0㌫

合計 91 億 7,060 万円 0.5㌫

会計別 予算額 前年度比 増減率

一般会計 309 億４,000 万円 ６億１,000 万円減 △ 1.9㌫

特別会計 121 億　 520 万円 ３億 2,270 万円減 △ 2.6㌫

企業会計 91 億 7,060 万円 4,540 万円増 0.5㌫

合計 522 億 1,580 万円 ８億 8,730 万円減 △ 1.7㌫

市税（24.1㌫）
74 億 6,336 万円

繰入金（5.6㌫）
17 億 2,838 万円

寄附金など（８㌫）
24 億 6,349 万円

地方交付税（31.2㌫）
96 億 5,000 万円

市債（5.1㌫）
15 億 7,980 万円

県支出金（7.3㌫）
22 億 5,419 万円

国庫支出金
（11.6㌫）
36 億 415 万円

地方消費税交付金（4.5㌫）
13 億 7,710 万円

地方譲与税など（2.6㌫）
8 億 1,953 万円

　市では、子育て世帯を応援するため、令和 6年度から「子育て支援パッケージ」として、さまざまな
支援事業を行っています。本年度、さらにこれを拡充します。ここでは、主要事業のうち、新たにスター
トする子育て支援事業を紹介します。

高校生通学費
支援

入学応援祝金
（小中学校）

給食費無償化
主食の園提供

高等学校生活
等支援金

第２子以降放
課後児童クラ
ブ利用料減免

幼児コースの
利用料支援ペアレント

トレーニング

ファースト
マイスプーン

出産費用助成

１カ月児健診
助成

産後ケア

産後サロン

ベビー用品宅
配

第２子以降出
産応援給付金生殖治療費助

成

不妊治療費交
通費助成

多胎児妊婦の
健診助成

マタニティ
サポート119

高校生小中学生0 ～３歳 ３～６歳出産・産後妊娠期

※小数点以下を四捨五入しているため、合計が１００㌫にならない場合があります

ＲＳウイルス
感染症予防接
種費用助成

エンジェル
ヘルパー

育休退園制度
の廃止

こども誰でも
通園制度

５歳児健診 給食費無償化
（小学校）

給食費軽減
（中学校）

おたふくかぜ
予防接種助成

インフルエンザ
予防接種助成

養育費の確保
支援

ひとり親世帯
支援

子育て短期支
援事業

多子世帯支援

医療費無償化

児童手当

妊婦等包括相
談支援

妊婦のための
支援給付

子育て世帯訪
問支援

◀市ウェブサ
イト「えなっ宝」
のページ子育て支援事業

幼児コースの
長期休業中の
預かり

オンライン出
生届受付

歳出歳出
309 億309 億

4 千万円4 千万円

民生費（26.8㌫）
82 億 9,240 万円

教育費（9.9㌫）
30 億 7,530 万円

衛生費（11㌫）
34 億 550 万円 土木費（13㌫）

40 億 1,260 万円

公債費（10.4㌫）
32 億 420 万円

農林水産業費（5.2㌫）
16 億 700 万円

消防費（3.2㌫）
9 億 8,860 万円

商工費（2.6㌫）
8 億 1,060 万円 議会費（0.7㌫）

2 億 900 万円

その他（0.3㌫）
8,870 万円

総務費（16㌫）
49 億 6,430 万円

災害復旧費（0.9㌫）
2 億 8,180 万円

ライフステージ別の主な支援

特別会計

一般会計

予算総額

市税は、固定資産税や都市計画税の増加などにより
4,866 万円、地方交付税は４億 5,000 万円、寄附
金などはふるさとえな応援寄附金の増加で１億円の
増収を見込んでいます。

歳
入

恵那南中学校、佐藤一斎學びのひろばなどの整備完
了に伴い、予算規模は前年度比６億１千万円減とな
りました。市民一人当たりに換算すると 68 万958
円です。

歳
出

企業会計

　　財務課志 26-6803問
　　子育て支援課志 26-6819問

※詳しくは、市ウェブサイトを確認ください

令和８年度の予算 ◀市ウェブサ
イト予算のぺ
ージ

■高等学校生活等支援金
中学校３年生などの保護者に対して、支援金を
支給します。
・助成額　6 万円

第２子以降の出産に対して、応援給付金を支給しま
す。
・助成額 　　第 2 子 10 万円 / 第 3 子 20 万円
・申込期限　 出産日から６カ月以内

■第２子以降出産子育て応援給付金

■子どもの居場所づくり推進事業
子どもの居場所づくりに取り組む団体の活動費
の一部を補助します。
・助成額　10 万円（上限）

妊娠期から就学前の幼児期までの切れ目のない健
診環境を整備します。
・対象者　5 歳を迎える幼児（年中児）

■ 5 歳児健康診査の実施

保護者の就労にかかわらず、月10時間まで通園
ができる「こども誰でも通園制度」を開始し、3
歳未満児における「育児休業取得時の退園制度」
を見直します。

■保育体制の拡充

妊娠28週～ 36週 6日までの妊婦を対象とした予防
接種を開始します。

■ RS ウイルス感染症予防接種の実施

スマートフォンやパソコンで、出生届をオンライン提
出できるサービスを開始します。

■オンライン出生届のサービス開始

116 億

5,523
万
円

自主
財

源（
37.7

㌫
）

依
存
財

源（
62.3㌫）

192
億

8,477 万円


